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（別紙１）住之江車庫用地の有効利用提案競技募集要項 

 

Ⅰ 提案競技の趣旨 

この提案競技の対象となる計画地（旧車庫用地）は，面積約１６，４４２㎡と，

まとまった用地で，地下鉄，バス，ニュートラムの起終点に位置し，幹線道路に

面した交通の利便の優れた位置にある。 

また，現在の周辺地域の土地利用や人口の推移，関西新空港を中心に大阪湾に

沿って計画されている各種の開発プロジェクトとの接続等，将来的にも開発ポテ

ンシャルの高い立地条件を備えている。 

今回，交通局としては，厳しい事業環境にあるバス事業の経営基盤強化方策の

一つとして，住之江車庫及びバスターミナルの集約化を図り，用地の一部を有効

利用することとし，長期的に安定した収益の確保を図るとともに，周辺地域の振

興と活性化に寄与するため，民間の資金及び優れた企画力と経営能力を活用でき

る土地信託制度により，当地区に最もふさわしく，かつ実現性の高い計画の提案

を募集するものである。 

 

Ⅱ 提案競技の概要 

１ 提案競技名称 

「住之江車庫用地の有効利用提案競技」とする。 

２ 提案競技主催者 

交通局 

３ 提案競技対象 

旧車庫用地におけるバス事業施設の建設及び有効利用に関する建設・事業経

営等を含む具体的な全体事業実施計画とする。 

４ 審査方法 

交通局に設置する審査委員会の審査により，最も優れた事業実施計画案を選



定する。 

５ 事業の実施方法 

最優秀案の提案者は，事業計画案に基づき，主催者（交通局）と別途締結す

る仮契約及び信託契約により，旧車庫用地の有効利用施設の建設及び事業運営

等を行うものとする。 

６ 提案競技の日程 

(1) 募 集 要 項 配 布  平成元年１２月１５，１８日 

(2) 説 明 会  平成元年１２月１５日 

(3) 応 募 登 録 受 付  平成元年１２月２７日 

(4) 第１回質疑受付  平成元年１２月２７日 

(5) 現 地 説 明 会  平成２年１月中旬 

(6) 第２回質疑受付  平成２年２月１日 

(7) 応 募 書 類 提 出  平成２年３月１９，２０日 

(8) 審 査 終 了  平成２年６月（予定） 

７ 提案競技に関する事務局 略 

 

Ⅲ 応募者の資格等 

１ 応募者の資格 

提案競技に応募する資格を有する者は，「普通銀行ノ信託業務ノ兼営等ニ関

スル法律」に基づき信託業務を兼営する普通銀行（信託銀行）で，日本国内に

おいて土地信託に関し受託実績を有する者または当該信託銀行により構成され

る連合体とする。なお，連合体にあっては，一の当該信託銀行を提案の代表者

とすること。 

２ １企業１提案 略 

３ 費用負担 略 

 



Ⅳ 審査の方法 

１ 審査委員会 

提案競技の審査は，主催者（交通局）が設置する審査委員会が行う。 

２ 審査方法 

(1) 審査委員会は，応募者の提出した応募提案書類により審査する。 

(2) 審査委員会は，必要と認めるときは，提案信託銀行または連合体に対し当

該提案の内容について事務局を通じて説明を求める。 

(3) 審査委員会は，応募提案の内容を総合的に審査し，提案競技の基本条件に

適合し，かつ健全な経営が確実と見込まれる最も優れた応募提案を選定する。 

(4) 審査委員会において審査の結果，ふさわしい提案がなかった場合は，該当

なしとする場合がある。 

３ 失格 

(1) 応募書類に明らかに虚偽の記載がある者。 

(2) 応募書類を受付期間内に提出しなかった者。 

(3) その他，募集要項に定めた条件に違反するなど不正な行為を行った者 

 

Ⅴ 提案競技の条件 

１ 提案競技の対象とする土地（別図１・２のとおり） 略 

２ 提案競技の対象 

(1) 基本構想 

旧車庫用地の開発に関する基本的な考え方 

(2) 施設計画 

前項の基本構想を実現するに必要と考える旧車庫用地内の施設の基本計画。

なお，旧車庫用地においては，計画目標に沿った施設を総合的に計画し，敷

地全体を機能的に一体性を持った建築物とすることを前提とする。 

(3) 事業計画 



ア 資 金 計 画 建設費を含む総事業費の算出及び資金調達方法等の計

画（局施設関係は別途計上） 

イ 収 支 計 画 信託期間中における収入及び支出に関する計画（局施

設関係は別途計上） 

ウ 管理運営計画 テナントの構成，募集に関する計画及び建設後の管理

運営方法に関する計画 

３ 計画目標 

旧車庫用地は，大阪市の南西部に位置し，面積１６，４４２㎡と，まとまっ

た用地で，地下鉄，バス，ニュートラム及び幹線道路など交通の結節点にあり，

市内中心部への交通利便が良く，また，関西新空港，南港開発事業等の開発計

画へのアクセスにも恵まれた位置にある。 

この旧車庫用地の開発に当たっては，周辺の現況や，地理的条件さらに社会

動向に留意し，採算性を確保しながら，交通結節点にふさわしい地域の中心と

なる機能を持たせ，健康で文化的な生活が楽しめ，地域発展の拠点となるよう

な施設を目指すものとする。 

(1) 生活関連施設の建設 略 

(2) スポーツ，文化的施設等の建設 略 

(3) 交通施設の充実 略 

４ 信託目的 

旧車庫用地を交通局施設用地（信託区域外）と，民間施設用地（信託区域内）

に区分し，民間施設用地を信託し，第三者に賃貸することにより，土地及び施

設の管理，運営を行うことを目的とする。 

５ 信託期間等 

契約締結の日から３０年以内とする。 

なお，信託期間中に事業に伴う借入金を返済すること。 

６ 旧車庫用地内の整備条件 



(1) 信託区域外の施設の建替え 略 

(2) 信託区域内の施設の建替え及び機能回復等について 

ア バスターミナル（乗継施設）及び待合所を建設すること（参考資料－１

のとおり） 

イ 職員用宿泊施設を確保すること（参考資料－３のとおり） 

(3) 信託区域内での現行施設等の確保について 

ア ニュートラムとの連絡通路及び通路用のオープンスペース並びに出入口

の確保（参考資料－４のとおり） 

イ ニュートラムポンプ室及び身障者エレベーターの確保（参考資料－５の

とおり） 

(4) 費用負担について 

ア 信託区域外の交通局施設については，交通局の費用負担で建設する。 

イ バスターミナル，職員用宿泊施設については，事業主体が信託勘定の中

で建設し，交通局が有償で賃借する。 

７ その他の条件 

(1)・(2) 略  

(3) 商業施設を設置する内容の提案を行った場合は，信託契約締結後，提案者

及びテナント業者は，事業実施に支障がないよう地元商業者への事前説明を

十分行うこと。なお，商業活動調整協議会の審査結果等により，変更を生じ

た場合は，交通局と協議すること。 

(4) 略 

(5) 旧車庫用地内にある現況建物（…）については，事業主体が信託勘定の中

で解体撤去すること。 

(6)ないし(8) 略 

 

Ⅵ 応募手続及び提案書類の提出等 



１ 応募要項の配布 略 

２ 募集要項の説明会 略 

３ 応募登録 

提案競技に応募しようとする信託銀行または連合体は，応募登録申込書（別

紙様式１）に所要の事項を記載のうえ，次のとおり登録を行うこと。なお，日

本国内での土地信託の受託実績を確認できる書類等を提示すること。 以下略 

４ 第１回質疑受付 略 

５ 現地説明会 略 

６ 第２回質疑受付 略 

７ 応募書類の提出 

応募登録を行った信託銀行または連合体は，提案競技応募申込書（別紙様式

２）に所要の事項を記載のうえ，応募提案添付書類を添えて，次のとおり応募

すること。 以下略 

８ 提案競技結果の通知 

主催者（交通局）は審査委員の審査結果に基づき，最優秀案を決定し，その

提案者を受託予定者に選定するとともに，その結果を応募者全員に通知する。 

 

Ⅶ 応募提案書類 

１ 応募書類の種類 

(1) 提案競技応募申込書 (2) 事業計画概要説明書 (3) 施設計画書 (4) 

資金計画書 (5) 収支計画書 (6) 管理運営計画書 

２ 応募書類の内容 

(1) 事業計画概要説明書 本提案競技の土地の開発に関する全般についての

概要 

ア 開発に関する基本的な考え方  イ 導入する事業とその運用の概要 

ウ 開発に関する物的側面の概要  エ 開発に関する経営的側面の概要 



(2) 施設計画書 前項の事業計画を実現するために必要と考えられる旧車庫

用地内の施設の基本計画 

ア 施設計画概要 イ 配置計画図（縮尺４００分の１） ウ 各階平面図

（縮尺４００分の１） エ 断面図及び立面図（縮尺４００分の１） オ 屋

外施設計画図（縮尺適宜） カ 計画条件検討図（縮尺適宜） キ 各階面

積表 ク 工期・工程概略 ケ 工事費概算見積書 コ 透視図（パース）

（Ｂ３・Ａ３判） サ その他 

(3) 資金計画書 施設の建設等事業を始めるにあたって必要となる資金の額，

その調達方法，建設期間中における資金繰り等に関する計画 

ア 資金の使途（施設の建設工事費，敷地整備費，公租公課，建設期間中の

金利，信託報酬，近隣対策費，諸経費等の額） イ 資金の調達（借入金，

敷金等の額） ウ 借入金の調達方法（借入金の種類，金利レート〔固定・

変動等の区分〕） エ 建設期間中の資金繰り 

(4) 収支計画書 信託期間中における収入及び支出に関する計画 

ア 収入の前提条件（賃借料，貸付面積，駐車場収入，稼働率，賃貸料上昇

率，敷金等） イ 支出の前提条件（固定資産税等，火災保険料，信託報酬，

管理費，修繕費） ウ 信託期間中の収支見積り（収入内訳，支出内訳，当

期利益，借入金返済，信託配当等） エ 前提条件算出根拠（事業収支計算

上重要と思われる項目について説明すること。） 

(5) 管理運営計画書 施設の維持管理等に関する計画及びテナントの構成（業

種名等）・誘致等に関する計画 

ア 施設の管理運営計画（管理に関する組織体制，管理方法） 

イ テナント構成（入居させるテナントの業種名及び使用面積） 

ウ テナントの募集及び選定方法 

３ 応募提案書類の取扱 略 

 



Ⅷ 信託契約 

１ 仮契約の締結 

交通局は，本提案競技終了後，最優秀提案の提案者を受託予定者として定め

て，提案競技提案に基づき，信託の基本事項について協議を行い，次の事項に

ついて速やかに仮契約を締結する。 

(1) 信託の委託者 (2) 信託の受託者 (3) 信託の目的 (4) 当初信託財産  

(5) 信託期間 (6) 土地の引渡しと所有権の移転 (7) 施設の建設 (8) 土

地・施設の管理・運用 (9) 必要資金の借入と借入金の限度額 (10) 資金の

調達方法 (11) 収支見積り及び信託配当 (12) 信託報酬 (13) 信託の計

算及び配当の交付方法 (14) 費用の負担 (15) 受託者の行う契約 (16) 

信託の終了及び元本の交付等 (17) その他 

２ 信託契約の締結 

交通局は，予算で定めたのち，速やかに受託予定者と信託契約を締結する。 

信託勘定の中で行う各種の契約については，極力公正な方法で行うことを信

託契約の中で明記すること。 

信託契約締結後，受託者は速やかに事業に着手しなければならない。 

 

附属資料 

（別紙様式１）登録申込書 （別紙様式２）応募申込書 （別図１）位置図  

（別図２）敷地図  いずれも略 

 

参考資料・別冊 

基本条件 １ バス車庫施設及びバスターミナルについて ２ 駐輪場について 

３ 職員用宿泊施設について ４ ニュートラムとの連絡通路及び通路用のオー

プンスペース並びに出入口の確保について ５ ニュートラムポンプ室及び身障

者用エレベーターについて  いずれも略 

























（別紙４）土地信託基本協定書 

 

第１条（信託する土地） 

被告は，旧車庫用地のうち信託する予定の土地（８６８１．９２㎡。以下「信

託予定地」という。）を，被告を受益者とし，原告を受託者として，原告に信託す

るものとする。 

第２条（信託の目的） 

原告は，本件提案競技に応募した提案に基づき，第三者に貸し付けることを目

的とした建物を，信託財産として建設し，管理・運用するものとする。 

第３条（土地信託契約の締結） 

この土地信託に関して，議会の予算承認を経たときは，被告及び原告は，この

基本協定をもとに，速やかに土地信託契約を締結するものとする。 

第４条（信託する土地の面積の確定） 

被告は，この基本協定締結後，速やかに信託予定地の面積を確定させる。 

第５条（信託する土地の所有権移転時期及び引渡し） 

１ 前条により面積確定した信託予定地の所有権は，土地信託契約の締結時に被

告から原告に移転する。 

２ 土地の引渡しについては現状有姿で行うものとし，その引渡し時期について

は被告・原告協議の上定める。 

第６条（信託期間） 

信託期間は，この基本協定に基づく土地信託契約締結の日から３０年とする。 

第７条（協議事項） 

この基本協定に記載のない事項あるいは建物の具体的な内容など，土地信託契

約に至るまでに検討すべき事項，その他不測の事態が生じたときは，この基本協

定の趣旨に従い，被告及び原告は，信義誠実を旨として協議の上決定するものと

する。 



（別紙５）土地信託契約書 

 

第１条（信義誠実の原則） 

被告と原告は，信義を重んじ，誠実にこの契約を履行しなければならない。 

第２条（信託する土地） 

被告は，本件信託土地を，被告を受益者とし，原告を受託者として，原告に信

託し，原告はこれを引き受けるものとする。 

第３条（信託の目的） 

原告は，賃貸することを目的として，本件信託土地上に本件信託施設（構造・

規模 鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造地下２階地上２０階建，建築面積 約

６，７４０㎡，延床面積 約４３，６５７㎡）を信託財産として建設し，本件信

託不動産を管理・運用するものとする。 

第４条（信託事業の目標） 

原告は，原告の作成した「土地信託事業計画」（本件事業計画）に基づき，本

件信託土地を有効に活用し，被告の交通事業経営の安定に資するとともに，本件

信託土地を含む地域の振興，発展に資するための核として開発するものとする。 

第５条（信託期間） 

信託期間は，平成３年３月２０日から平成３３年３月１９日までの３０年間と

する。 

第６条（本件信託土地の所有権の移転及び信託の登記） 

１ 本件信託土地の所有権は，この契約の締結と同時に被告から原告に移転する。 

２・３ 略 

第７条（本件信託土地の引渡し） 

本件信託土地の引渡しについては，現状有姿で行うものとし，前条１項の規定

により所有権が原告に移転した時に，本件信託土地の引渡しがあったものとする。 

第８条（本件信託施設の設計・監理及び施工） 



１ 原告は，本件信託施設の設計・監理を建築士事務所等に請け負わせることが

できる。 

２ 原告は，本件信託施設の建設等を建設業者に請け負わせることができる。 

３ 原告は，前２項の請負業者の選定に当たっては，地方自治法に基づく契約方

法に準じて公正に行うものとする。 

４ 原告は，第１項及び第２項に定める請負業者の選定に当たっては，あらかじ

め被告に通知するとともに，選定結果についても速やかに被告に通知しなけれ

ばならない。 

５ 原告は，本件信託施設の基本設計，実施設計の内容及び設計契約，監理契約，

建設工事等請負契約に関する請負代金の額，支払方法，工期その他主な事項に

ついて，事前に被告と協議しなければならない。 

第９条（本件信託土地の一時使用） 

被告は，原告と協議の上，本件信託土地の一部を被告の事業目的又は建替等の

ため必要とする場合は，無償で一時使用することができる。 

第１０条（既存建物の撤去等） 略 

第１１条（本件信託施設の竣工期日等） 

原告は，本件信託施設を平成７年２月２８日までに竣工し，翌月中に開業させ

るものとする。ただし，上記期日までに竣工，開業させることが困難となった場

合には，被告・原告協議の上，変更することができる。 

第１２条（本件信託施設の引渡し及び信託等の登記） 

１ 原告は，本件信託施設が竣工したときは，遅滞なく建設業者から本件信託施

設の引渡しを受け，建物の竣工図書等を添えて，被告に通知しなければならな

い。 

２ 原告は，本件信託施設の引渡しを受けたときは，速やかに本件信託施設につ

いて，表示登記，所有権保存登記及び信託の登記を行うものとする。 

第１３条（本件信託不動産の管理） 



原告は，次の方法により本件信託不動産を管理するものとする。 

(1) 本件信託土地は，本件信託施設の建設及び所有のための敷地として管理す

る。 

(2) 略 

(3) 本件信託不動産について，原告が相当と認める方法，時期及び範囲におい

て，修繕，保存又は改良を行わなければならない。ただし，大規模修繕等に

ついては，あらかじめ被告と協議しなければならない。 

(4) 略 

(5) 本件信託不動産について，原告が適当と認める損害保険を付するものとす

る。 

(6) 本件信託不動産の修繕，保存又は改良その他の管理事務を，被告と協議の

上，原告の選定した第三者に委託することができる。 

(7) 略 

第１４条（本件信託不動産の運用） 

１ 原告は，本件信託不動産の賃貸に当たっては，次により行うものとする。 

(1) 賃貸料その他の賃貸条件の設定に当たっては，近傍類似の賃貸建物の賃貸

条件を参考とし，適正な賃貸条件の設定に努めなければならない。この場合，

あらかじめ被告に賃貸条件を通知する。 

(2) 本件信託不動産の全部又は一部を適正な方法により，募集，選定した相手

方に賃貸する。この場合，公有地の土地信託にふさわしい者を賃借人として

選定するものとする。 

(3) 賃借人の募集，選定方法についてはあらかじめ被告に通知し，その選定結

果についても速やかに被告に通知する。 

(4) 略 

２ 略 

第１５条（苦情処理等） 略 



第１６条（善管注意義務） 

原告は，本件信託施設の建設工事及び本件信託不動産の管理，運用その他信託

事務について，善良なる管理者の注意をもって処理しなければならない。 

第１７条（受益者が使用する場合の取扱い） 略 

第１８条（信託の元本） 

この契約においては，次に掲げるものを信託の元本とする。 

(1) 本件信託不動産 

(2) 本件信託不動産の賃貸に伴い受け入れた敷金等 

(3) 第２８条の借入金 

(4) 本件信託不動産の代償として取得した財産 

(5) 第２８条の借入金の債務及び本件信託不動産の賃貸に係る敷金等の返還

債務 

(6) その他前各号に準ずる資産及び債務 

第１９条（信託の収益） 

この契約においては，次に掲げるものを信託の収益とする。 

(1) 本件信託不動産の賃貸から生ずる賃貸料 

(2) 信託財産に属する金銭の運用から生ずる利益 

(3) その他前各号に準ずるもの 

第２０条（受益権の内容） 

被告が第２条の受益者として有する受益権の内容は，第１８条の信託の元本及

び第１９条の信託の収益その他この契約による信託の利益の一切を享受する権利

とする。 

第２１条（受益権証書） 略 

第２２条（受益権の譲渡） 

１ 被告は，受益権を譲渡することができる。 

２ 被告は，受益権を譲渡するときは，あらかじめ原告に通知するとともに，新



受益者に承継される受益権の内容等について原告と協議するものとする。 

第２３条（諸費用の負担） 

１ 原告は，信託財産に関する公租公課及び登記費用，設計・監理費用，各種調

査費用，建設工事等請負代金，電波障害対策費，借入金・敷金等の返済金及び

利息，広告宣伝費用，本件信託不動産の修繕・保存・改良の費用，損害保険料

その他信託事務の処理に必要な費用を信託財産から支弁する。 

２ 原告が信託事務を処理するために過失なくして受けた損害の補償についても，

信託財産から支弁する。 

第２４条（諸費用の支払い不足の措置） 

原告は，信託財産に属する金銭が前条に規定する諸費用等の支払いに不足する

場合においては，あらかじめその処理方法について被告と協議しなければならな

い。 

第２５条（信託報酬） 

１ 原告は，この契約の締結の日から本件信託施設竣工の日までの企画立案等に

対する信託報酬として，９２００万円（消費税別）を次のとおり信託財産から

受け取るものとする。 

   平成４年３月３１日  １５００万円 

   平成５年３月３１日  ２３００万円 

   平成６年３月３１日  ２４００万円 

   本件信託施設竣工の日  ３０００万円 

２ 原告は，本件信託施設の竣工後の信託財産の管理・運用に対する信託報酬と

して，本件信託不動産の賃貸料収入（共益費及び資金運用益を除く。）に１０

００分の２５を乗じて得た額（消費税別途）を，第３２条に定める各計算期日

及び信託終了時に信託財産から受け取るものとする。 

第２６条（修繕費等の積立て） 

１ 原告は，本件信託不動産の大規模な修繕及び保存の費用の全部又は一部に充



当するため，信託の純利益から修繕等の費用を積み立てることができる。 

２ 原告は，前項の修繕等の費用の積立て及び取崩しについては，あらかじめ被

告と協議しなければならない。 

第２７条（準備金及び積立金） 

１ 原告は，敷金等の返還その他に充当するため，準備金及び積立金を信託の純

利益から積み立てることができる。 

２ 原告は，前項の資金の積立て及び取崩しについては，あらかじめ被告と協議

しなければならない。 

第２８条（必要資金の借入れ） 

１ 原告は，本件信託施設の建設及び信託の事務処理に必要な資金を，信託財産

の負担において，借入れをすることができる。この場合，原告を受託者とする

他の信託財産からの借入れを含むものとする。 

２ 建物竣工までの借入れの限度額は２４０億円とする。ただし，原告は，災害

その他特別な事情が生じた場合には，被告の承認を得て限度額を超えて借入れ

をすることができる。 

３ 原告は，第１項の借入金の担保として，本件信託不動産に抵当権若しくは根

抵当権を設定し，第１３条第５号の損害保険の保険金請求権に質権若しくは根

質権を設定することができる。 

４ 原告は，第１項に規定する借入れを行うときは，あらかじめ，償還方法，借

入先，金額，利率，抵当権等の設定，時期等について被告と協議しなければな

らない。 

第２９条（借入金の調達） 

１ 原告は，前条の借入金を次により調達するものとする。 

(1) 本件信託施設の竣工までの借入金の利率は，短期プライムレートとし，短

期プライムレートに変更があった場合，これに連動して借入金の利率を変更

する。 



(2) 本件信託施設竣工時からは，長期プライムレートから０．５％を差し引い

た利率とし，長期プライムレートに変更があった場合は，これに連動して借

入金の利率を変更する。 

(3) 長期固定金利による借入れが有利と考えられる場合は，前２号の規定にか

かわらず，被告と協議の上，政府系金融機関等から借入れを行うことができ

る。 

２ 金融情勢に著しい変化が生じた場合には，前項第１号及び第２号の利率は，

被告・原告協議の上，変更することができる。 

第３０条（信託財産に属する金銭の運用） 

１ 原告は，信託財産に属する金銭について，運用方法を同じくする他の信託財

産に属する金銭と合同し，又は単独で貸付信託，金銭信託，銀行への預金その

他確実かつ有利な方法により運用することができるものとする。この場合，原

告を受託者とする貸付信託，金銭信託等を含むものとする。 

２ 略 

３ 原告は，前２項に規定する処理の結果を速やかに被告に報告しなければなら

ない。 

第３１条（敷金等の運用） 

１ 原告は，本件信託不動産の賃貸により賃借人から受け入れた敷金等について，

前条第１項に定めるところにより運用するほか，第８条の建設工事等請負代金

の支払に充当し，又は第２８条の借入金の返済若しくは敷金等の返還に充当す

ることができる。 

２ 原告は，前項に規定する処理の結果を速やかに被告に報告しなければならな

い。 

第３２条（信託財産の計算期日及び計算期間） 

１ 信託財産に関する収支計算の期日は，毎年３月末日とする。ただし，信託の

終了する年度の計算期日は，信託終了の日とする。 



２ 前項の収支計算の対象となる計算期間は，毎年４月１日から翌年３月末日ま

でとする。ただし，第１回目の計算期間は，信託契約締結の日から平成３年３

月末日までとし，信託の終了する年度の計算期間は，その年度の４月１日から

信託終了の日までとする。 

第３３条（信託の収支計算） 

信託の収支計算は，次の各号に定める方法をもって行うものとする。 

(1)ないし(4) 略 

(5) 純利益は次により処理する。 

ア 純利益のうち信託財産から支弁した次の金額は，各計算期日に元本に組

み入れる。 

(ｱ)ないし(ｳ) 略 

イ 純利益から上記アによる元本組入額を控除した額を信託配当とする。 

第３４条（報告事項及び報告期日） 

１ 原告は，前条の収支計算に基づき作成した収支計算書等を，計算期日から５

０日以内に被告に報告しなければならない。 

２ 原告は，信託財産の現況及び運営状況について，計算期日から５０日以内に

被告に報告しなればならない。 

３ 原告は，計算期日までに翌計算期以降の事業計画を被告に報告しなければな

らない。 

４ 略 

第３５条（信託配当の納付） 

原告は，第３３条第５号に定める信託配当を被告が発行する納入通知書により，

その指定する期日までに，指定する場所において納付しなければならない。 

第３６条（信託財産に関する調査等及び報告） 

１ 被告は，原告に対し，信託財産の現況及び運営状況，今後の管理運営計画そ

の他必要があると認める事項について，資料の提出若しくは報告を求め，又は



実地に調査若しくは監査を行うことができる。 

２ 原告は，被告が第１項の報告等の結果に基づき是正又は改善の指示をしたと

きは，速やかに必要な措置を講じなければならない。 

第３７条（滅失棄損の報告） 略 

第３８条（瑕疵担保責任等） 略 

第３９条（契約の解除） 

１・２ 略 

３ 原告は，天災その他原告の責めに帰すべき事由によらない相当な事由により，

信託目的及びこの事業の目標の達成又は信託事務の遂行が不可能若しくは困難

になった場合には，被告と協議の上，この契約を解除することができる。 

第４０条（信託の終了） 

１ この信託は，信託期間が満了したとき又は前条の規定によりこの契約が解除

されたときに終了する。 

２・３ 略 

第４１条（信託契約の更新） 略 

第４２条（信託財産の引渡し） 

１ 被告及び原告は，信託期間満了の日の３年前から信託財産の返還方法につい

て協議を行うものとする。ただし，第３９条により契約の解除を行う場合は，

あらかじめ信託財産の返還方法について協議を行うものとする。 

２ 原告は，この信託が終了したときには，前項の協議の後速やかに次の方法を

もって信託財産を被告に引き渡さなければならない。 

(1)・(2) 略 

(3) 原告は，信託終了時に敷金等の返還債務，借入金債務，その他の債務（信

託終了後に支払を要する費用を含む。）が残存する場合には，被告と協議の

上，これを処理する。 

(4) 略 



(5) 信託終了に要する費用は，信託財産から支弁する。 

３ 略 

第４３条（延滞損害金） 略 

第４４条（違約金） 略 

第４５条（受託者の補償請求権） 

原告は，旧信託法３６条１項に規定する権利を行使しようとする場合には，事

前に被告と協議するものとする。 

第４６条（損害賠償等） 

１ 被告は，原告がこの契約に定める義務を履行しないため若しくは信託契約に

反する行為を行ったため損害を受けたとき，又は管理の失当により信託財産に

損害を生じさせたときは，その損害の賠償を原告に請求することができる。 

２ 原告は，被告が本件信託不動産を公用若しくは公共の用に供するため，この

契約を解除したことにより損失を受けたときは，その損失の補償を被告に請求

することができる。 

第４７条（訴訟義務） 略 

第４８条（管轄裁判所） 略 

第４９条（契約の変更） 

経済情勢の著しい変動その他特段の事由等により，この契約を変更する必要が

生じた場合には，被告・原告協議の上，変更を行うことができるものとする。 

第５０条（疑義等の決定） 

この契約の各条項の解釈について疑義が生じたとき，又はこの契約に定めのな

い事項については，被告及び原告は，互いに誠意をもって協議の上，決定するも

のとする。 



（別紙８）特定金銭信託に関する覚書 

 

被告と原告とは，本件特定金銭信託契約で被告が原告に信託する本件特定金銭信

託に関して，次のとおり覚書を交換する。 

 

第１条 

原告は，被告が信託する原資は大阪市交通事業基金であり，大阪市交通事業基

金条例第３条に定めるとおり「最も確実かつ有利な方法」により運用しなければ

ならないことを認識し，原告は，この信託財産を原告が被告に有する他の一切の

債権と相殺しない。 

 

第２条 

被告及び原告は，信託契約書に定める事項を遵守するほか，この覚書の各条項

の解釈について疑義が生じたとき，又はこの覚書に定めのない事項については，

信託契約条項第１６条に基づき，互いに誠意をもって協議の上，決定するものと

する。 

 



（別紙９）土地信託に関する覚書 

 

被告と原告とは，本件信託契約で被告が原告に信託している本件信託に関して，

次のとおり覚書を交換する。 

 

第１条 

信託勘定において，信託契約書第２８条に基づく借入れによる資金調達が困難

となった場合には，原告において立替金処理をするものとする。 

 

第２条 

第１条による立替金債務については，被告は，原告の管理失当分を除き被告に

帰属することを認識し，この処理については，被告は原告と協議の上，円満に解

決する。 

 

第３条 

被告及び原告は，信託契約書に定める事項を遵守するほか，この覚書の各条項

の解釈について疑義が生じたとき，又はこの覚書に定めのない事項については，

信託契約書第５０条に基づき，互いに誠意をもって協議の上，決定するものとす

る。 

 



（別紙１０）原告土地信託研究会編集の賃貸型土地信託契約書ひな型 

 

第６条（必要資金の借入および担保提供） 

１．受託者は，信託建物の建築および信託事務処理に必要な資金を，信託財産お

よび受益者の負担において，受託者が適当と認める金融機関から借入れること

ができる。この場合，原告を受託者とする他の信託財産からの借入を含むもの

とする。 

 

第１７条（公租公課等諸費用の負担） 

１．信託財産に関する公租公課および登記費用，設計監理費用，請負代金，借入

金・敷金および入居保証金等の返済金および利息，信託不動産の修繕・保存・

改良の費用，火災保険料その他信託事務の処理に必要な諸経費は，受益者の負

担とし，受託者は信託財産から支弁し，または受益者に支払の都度もしくは予

め請求できるものとする。受託者が信託事務を処理するために過失なくして受

けた損害の補償についても同様とする。 

２．受託者が前項の諸費用の支払いに関して立替えをしたときは，受託者は，当

該立替金およびこれに対する年１４％（年３６５日 日割計算）の割合で計算

した利息金を信託財産から支払いを受け，または受益者に請求することができ

る。 

 

第１８条（信託財産の換価による諸費用等への充当） 

信託財産に属する金銭が，前条に規定する諸費用などの支払いに不足する場合

で，受益者から，その支払いを受けることができない時は，受託者は一般に相当

と認められる方法・価額をもって，信託財産の一部または全部を売却し，その支

払いに充当することができる。 

 



第２５条（信託の終了および元本の交付等） 

３．(3) 敷金・入居保証金等の返還債務，借入金債務，その他の債務については，

次のとおり取扱うものとする。 

イ．敷金等の返還債務は，賃借人の同意を得て受益者が承継し，受託者はその

責を免れるものとする。 

ロ．借入金債務その他の債務が残存するときは，債務の期限のいかんにかかわ

らず，その債務の返済に充当するための資金として，受託者は信託財産に属

する金銭よりその資金の支払いを受けて留保し，さらに不足あるときは，受

益者がその資金を受託者に預託するものとする。ただし，債権者の同意を得

て，受益者が借入金債務その他の債務を承継し，受託者の責を免れせしめる

ことを妨げないものとする。 

４．受託者は，やむを得ない事情により，前項各号に定める方法によって信託の

元本を交付することができないと認めたときは，一般に相当と認められる方

法・価額をもって，信託財産の一部または全部を売却し，その売却代金をもっ

て前項第３号の債務を清算し，または，その返済に充当するための資金の支払

いを受けて留保し，その残余の財産を受益者に交付する。 

５．信託終了に関する費用および信託終了後に支払いを要する費用は全て受益者

の負担とし，受託者は受益者に請求し，または信託財産から支払いできるもの

とする。この場合には，第１７条第２項及び第１８条を準用する。 

 



（別紙１１）旧郵政省作成の土地信託契約書案（第４号様式） 

 

（諸費用の負担） 

第１８条 信託財産に関する公租公課及び登記費用，設計・監理費用，建築工事

等請負代金，借入金・敷金等の返済金及び利息，信託不動産の修繕・保存・

改良の費用，損害保険料その他信託事務の処理に必要な費用として郵政省が

認めた金額は，信託財産から支弁する。 

２ 信託事務を処理するために信託銀行の過失なくして信託銀行が受けた損害

の補償については，郵政省が認める金額に限り信託財産から支弁することが

できる。 

 

（信託財産の引渡し） 

第３３条 

２ 信託銀行は，この信託が終了したときには，前条の承認〔判決注：第３２

条２項が定める信託の最終計算，現況及び運営状況，その他参考となる事項

の報告に対する郵政省の承認〕を受けた後速やかに次の方法をもって信託財

産を郵政省に引き渡されなければならない。 

(1)・(2) 略 

(3) 信託銀行は，信託の終了時に敷金等の返還債務，借入金債務，その他の

債務（信託終了後に支払を要する費用を含む。）が残存する場合には，郵政

省と協議の上，これを処理する。 

 

（受託者の補償請求権） 

第３７条 信託銀行は，信託法第３６条第１項に規定する権利を行使しようとす

る場合には，事前に郵政省の承認を受けるものとする。 



（別紙１２） 条項対照表

本件契約書 交通局原案 原告原案
第３条（信託の目的）
　原告は，賃貸することを
目的として，本件信託土地
上に本件信託施設を信託財
産として建設し，本件信託
不動産を管理・運用するも
のとする。

第３条（信託の目的）
　原告は，原告の作成した
「土地信託事業計画」に基
づき，賃貸することを目的
として，本件信託土地上に
本件信託施設を建設し，本
件信託不動産を管理，運用
するものとする。

第２条（信託の目的）
　原告は，本件信託土地上
に本件信託施設を信託財産
として建設し，これを賃貸
することを目的として，本
件信託不動産を管理・運用
するものとする。

第４条（信託事業の目標）
　原告は，原告の作成した
「土地信託事業計画」に基
づき，本件信託土地を有効
に活用し，被告の交通事業
経営の安定に資するととも
に，本件信託土地を含む地
域の振興，発展に資するた
めの核として開発するもの
とする。

第４条（信託事業の目標）
　前条の信託事業は，本件
信託土地を有効に活用し，
被告の交通事業経営の安定
に資するとともに，本件信
託土地を含む地域の振興，
発展に資するための核とし
て開発するものとする。

第３条（土地信託事業計
画）
　１　この事業は，本件信
託土地の有効活用を図ると
ともに，当該土地を含む一
帯の地域の振興，発展に資
する開発を目指して実施す
るものである。
　２　被告は，前項の事業
の目標を達成するために，
被告が作成した「土地信託
事業計画」に沿って事業を
推進することに努めるもの
とする。

第２３条（諸費用の負担）
　１　原告は，信託財産に
関する公租公課及び登記費
用，設計・監理費用，各種
調査費用，建設工事等請負
代金，電波障害対策費，借
入金・敷金等の返済金及び
利息，広告宣伝費用，本件
信託不動産の修繕・保存・
改良の費用，損害保険料そ
の他信託事務の処理に必要
な費用を信託財産から支弁
する。
　２　原告が信託事務を処
理するために過失なくして
受けた損害の補償について
も，信託財産から支弁す
る。

第２３条（諸費用の負担）
　１　原告は，信託財産に
関する公租公課及び登記費
用，設計・監理費用，各種
調査費用，建設工事等請負
代金，電波障害対策費，借
入金・敷金等の返済金及び
利息，広告宣伝費用，本件
信託不動産の修繕・保存・
改良の費用，損害保険料そ
の他信託事務の処理に必要
な費用を信託財産から支弁
する。
　２　原告が信託事務を処
理するために過失なくして
受けた損害の補償について
も，被告が認めた金額に限
り信託財産から支弁する。

第１９条（諸費用の負担）
　１　原告は，信託財産に
関する公租公課及び登記費
用，設計・監理費用，各種
調査費用，建設工事等請負
代金，借入金・敷金等の返
済金及び利息，広告宣伝費
用，本件信託不動産の修
繕・保存・改良の費用，損
害保険料その他原告が信託
事務の処理のために必要と
認める費用を信託財産から
支弁する。また，原告が信
託事務を処理するために過
失なくして受けた損害の補
償についても同様とする。

第２４条（諸費用の支払い
不足の措置）
　原告は，信託財産に属す
る金銭が前条に規定する諸
費用等の支払いに不足する
場合においては，あらかじ
めその処理方法について被
告と協議しなければならな
い。

第２４条（諸費用の支払不
足の措置）
　原告は，信託財産に属す
る金銭が前条に規定する諸
費用等の支払に不足する場
合においては，あらかじめ
その処理方法について被告
と協議しなければならな
い。

定めなし



本件契約書 交通局原案 原告原案
第２８条（必要資金の借入
れ）
　１　原告は，本件信託施
設の建設及び信託の事務処
理に必要な資金を，信託財
産の負担において，借入れ
をすることができる。この
場合，原告を受託者とする
他の信託財産からの借入れ
を含むものとする。
　２　建物竣工までの借入
れの限度額は２４０億円と
する。ただし，原告は災害
その他特別な事情が生じた
場合には，被告の承認を得
て限度額を超えて借入れを
することができる。
　３　原告は，第１項の借
入金の担保として，本件信
託不動産に抵当権若しくは
根抵当権を設定し，第１３
条第５号の損害保険の保険

第２７条（必要資金の借入
れ）
　１　原告は，本件信託施
設の建設及び信託の事務処
理に必要な資金を，信託財
産の負担において，借入れ
をすることができる。この
場合，原告を受託者とする
他の信託財産からの借入れ
を含むものとする。
　２　前項に定める借入れ
の限度額は次のとおりとす
る。
　(1)　建物竣工までの借
入れの限度額は＿＿億円と
する。ただし，原告は災害
その他特別な事情が生じた
場合には，被告の承認を得
て限度額を超えて借入れを
することができる。
　(2)　すべての建物が竣
工する日以後，一時的に金

第２３条（必要資金の借入
れ及び担保提供）
　１　原告は，本件信託施
設の建設等その他信託の事
務処理に必要な資金を，信
託財産の負担において，２
４０億円を限度として借り
入れることができる。この
場合，原告を受託者とする
他の信託財産からの借入れ
を含むものとする。
　２　原告は，前項の借入
金の担保として，本件信託
不動産に抵当権又は根抵当
権を設定することができ
る。
　３　原告は，第１項に規
定する借入れをしようとす
るときは，借入先，金額，
金利，時期等について，あ
らかじめ被告と協議しなけ
ればならない。

金請求権に質権若しくは根
質権を設定することができ
る。
　４　原告は，第１項に規
定する借入れを行なうとき
は，あらかじめ，償還方
法，借入先，金額，利率，
抵当権等の設定，時期等に
ついて被告と協議しなけれ
ばならない。

支払不足が生じた場合，１
年以内の返済が確実なとき
は，被告の承認を得て＿＿
億円を限度として，借入れ
をすることができる。
　３　原告は，第１項の借
入金の担保として，本件信
託不動産に抵当権若しくは
根抵当権を設定し，又は第
＿＿条第５号の損害保険の
保険金請求権に質権若しく
は根質権を設定することが
できる。
　４　原告は，第１項に規
定する借入れを行なうとき
は，あらかじめ，償還方
法，借入先，金額，利率，
抵当権等の設定，時期等に
ついて被告と協議しなけれ
ばならない。

　４　原告は，災害その他
の特別の事情が生じたこと
により，第１項の借入限度
額を超えて借入れをしよう
とするときは，あらかじめ
被告の承認を受けなければ
ならない。
　５　原告は，必要に応じ
て借入金その他の債務の担
保として，損害保険金請求
権に質権又は根質権を設定
することができる。

第４２条（信託財産の引渡
し）
　２　原告は，この信託が
終了したときには，前項の
協議の後速やかに次の方法
をもって信託財産を被告に
引き渡さなければならな
い。
　(3)　原告は，信託終了
時に敷金等の返還債務，借

第４１条（信託財産の引渡
し）
　２　原告は，この信託が
終了したときには，前条の
協議の後速やかに次の方法
をもって信託財産を被告に
引き渡さなければならな
い。
　(3)　原告は，信託終了
時に敷金等の返還債務，借

第３５条（信託財産の引渡
し）
　２　原告は，この信託が
終了したときには，前条の
承認を受けた後速やかに次
の方法をもって信託財産を
被告に引き渡さなければな
らない。
　(3)　信託の終了時に敷
金等の返還債務，借入金債



本件契約書 交通局原案 原告原案
入金債務，その他の債務
（信託終了後に支払を要す
る費用を含む。）が残存す
る場合には，被告と協議の
上，これを処理する。
　(5)　信託終了に要する
費用は，信託財産から支弁
する。

入金債務，その他の債務
（信託終了後に支払を要す
る費用を含む。）が残存す
る場合には，被告と協議の
上，これを処理する。
　(4)　信託終了に要する
費用は，信託財産から支弁
する。

務，その他の債務（信託終
了後に支払を要する費用を
含む。）が残存する場合に
は，この処理方法について
被告と協議の上これを処理
する。
　(4)　信託終了に要する
費用は，信託財産から支弁
する。

第４５条（受託者の補償請
求権）
　原告は，旧信託法３６条
１項に規定する権利を行使
しようとする場合には，事
前に被告と協議するものと
する。

第４４条（受託者の補償請
求権）
　原告は，旧信託法３６条
１項に規定する権利を行使
しようとする場合には，事
前に被告の承認を受けるも
のとする。

定めなし

第４９条（契約の変更）
　経済情勢の著しい変動そ
の他特段の事由等により，
この契約を変更する必要が
生じた場合には，被告・原
告協議の上，変更を行うこ
とができるものとする。

第４８条（契約の変更）
　被告において，この契約
を変更する必要が生じた場
合には，被告・原告協議の
上，変更を行うことができ
るものとする。

第４０条（契約の変更）
　この契約を変更する必要
が生じた場合には，被告・
原告協議の上，変更を行う
ことができるものとする。
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